
件   名 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

主 管 課 人事課 

改 正 条 例 

職員の給与に関する条例 

教育職員の給与に関する条例 

一般職の任期付研究員の採用等に関する条例 

一般職の任期付職員の採用等に関する条例 

【改正の概要】 

 人事委員会勧告（平成17年度分）を実施するための職員（特別職を除く。）の給与の改定（給料表及び 

諸手当の改定） 

  給与改定率△0.37％（給料△0.30％、諸手当等△0.07％） 

 

１ 給料表の改定 

  各給料表の給料月額の引下げ 

２ 扶養手当の引下げ 

  配偶者 月額13,500円→13,000円（△500円） 

３ 初任給調整手当の引下げ 

(1) 医療職給料表（一）、大学教育職員給料表の適用を受ける医師等 

  最高支給限度額 月額307,900円→306,900円（△1,000円） 

(2) (1)以外の医師等 

  最高支給限度額 月額50,200円→50,000円（△200円） 

４ 勤勉手当等の改定 

 (1) 勤勉手当の改定 

 平成17年12月期の勤勉手当の支給割合の引上げ(0.05月分) 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 期末手当の改定 

    平成17年12月期の期末手当の支給割合の引上げ(0.05月分) 

 

  

 

 

 

５ 平成17年12月期期末手当に関する特例（調整措置） 

  次に掲げる額の合計額に相当する額を、12月期期末手当で減額調整 

 (1) 平成17年4月1日の給料、扶養手当、調整手当、住居手当、単身赴任手当の基礎額、月額の特殊勤

務手当、特地勤務手当、へき地手当、管理職手当、初任給調整手当、農林漁業改良普及手当、教職調

整額の月額の合計額に較差率(0.38％)を乗じて得た額に、4月から11月までの月数を乗じて得た額 

 (2) 平成17年6月に支給された期末手当と勤勉手当の合計額に較差率(0.38％)を乗じて得た額 

現行 17年度 改定  

6月期 12月期 6月期 12月期  

一般職 0.70 0.70 0.70 0.75 0.05 

特定幹部 0.90 0.90 0.90 0.95 0.05 

再任用 0.35 0.35 0.35 0.40 0.05 

再任用特定幹部 0.45 0.45 0.45 0.50 0.05 

 

現行 17年度 改定  

6月期 12月期 6月期 12月期  

任期付研究員 

特定任期付職員 

1.60 

 

1.70 

 

1.60 

 

1.75 

 

0.05 

 

 

施 行 日 公布日（平成17年12月1日） 

【その他参考事項】 

 平成17年４月の県内の民間給与（397,873円）と県職員給与（399,382円）との較差 

  月額△1,509円（△0.38％） 


